
令和 7年 8月 5日・7 日 

ケアマネジメント Bの変更について 

1 経緯 

 令和 6 年 8 月 5 日、「介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメント(第 1

号介護予防支援事業)の実施及び介護予防手帳の活用について」が国から発出され、「介護予防ケア

マネジメント(第 1 号介護予防支援事業)の実施について」(以下、「国規定」という。)が改正され

た。本市では、国規定に基づき、「名古屋市第 1号介護予防支援事業実施要領」を定めているため、

連動した改正を令和 7年 10 月 1 日に実施する。 

 

2 国の改正内容 

 国の改正内容は主にケアマネジメント Bに関するもので以下のとおり。 

① ケアプランが必須でなくなる。 

② サービス担当者会議が必須でなくなる。(厳密には、従来から必須ではない) 

③ モニタリングが必須でなくなる。 

④ 評価が必須でなくなる。 

  

3 市の改正内容 

(1) 代替手段への移行 

国が必須でないとした、介護保険の制度上のケアマネジメントの業務（ケアプラン作成、サー

ビス担当者会議、モニタリング、評価）については市としては代替手段に移行して、そのやり方

を変更する。 

(2) 単価の取扱い 

     ケアマネジメント B の単価は業務のやり方を変更しても引き続き現行と同額(4,884 円)のま

まとする。(件数の数え方も従来どおりで「介護予防支援」相当) 

 

4 スケジュール 

08 月  ・事業所向け説明会(Zoom&録画)      【主催:高齢福祉課】 

    ・いきいき支援センターの契約書等の変更版の利用者説明開始 

09 月   ・介護保険指定事業者講習会(録画のみ)  【主催:介護保険課】 

10 月  ・新方針スタート 

11 月  ・ケアマネジャー向け研修会(録画のみ)  【主催:介護保険課】 

 

5 影響の有無 

 以下に整理される「ケアマネジメント B」の利用者様に影響が出る。 

 

 

 

 

A:次の Bと C以外のサービス (例)予防専門型訪問(通所)サービス、訪問看護など 

B:生活支援型訪問サービス、ミニデイ型通所サービス、運動型通所サービス 

C:地域支えあい事業、自立支援型配食サービス、短期集中予防型訪問サービス 

番号 事例 A の利用 B の利用 C の利用 影響有無 分類 

1 A を利用 
〇 

〇・× 

どちらでも 

〇・× 

どちらでも 

影響なし 介護予防支援 

ケアマネジメント A 

2 B のみ利用 × 〇 × 影響あり ケアマネジメント B 

3 B と Cの併用 × 〇 〇 影響あり ケアマネジメント B 

4 C のみ利用 × × 〇 影響なし ケアマネジメント C 
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ケアマネジメント Bの新旧及びミニデイ・運動型の更新判定の比較表 

現行 新(案) 

①アセスメント(共通) 

➡「わたしのカルテ」等を作成し、課題を分析する。 

②「ケアプラン(介護予防サービス・支

援計画書)」作成 

➡「ケアプラン(介護予防サービス・支

援計画書)」を作成する。 

②「ケアマネジメント結果等記録」作

成 

➡「ケアマネジメント結果等記録」を

作成する。 

③サービス担当者会議 

➡利用者(本人等)、サービス事業所、

ケアマネジャー等を集めて「ケアプラ

ン」の内容について協議する。 

③関係者との連絡・調整等 

➡利用者(本人等)、サービス事業所等

に連絡をとり、「ケアマネジメント結

果等記録」の内容について認識を揃え

る。確認した日付は記録する。 

④第 7表・第 8表の交付(共通) 

➡第 7表・第 8表を作成し、利用者とサービス事業所へ交付する。 

⑤モニタリング・評価 

➡毎月、利用者へ電話等をして状況を

確認し、6月に 1回は本人宅を訪問し、

経過記録等に記録する(モニタリン

グ)。 

「介護予防支援・介護予防ケアマネジ

メント(第1号介護予防支援事業)サー

ビス評価表」を中間・終了時に作成す

る(評価)。 

⑤状況確認・振り返り 

➡毎月、サービス事業所から状況の報

告を受けて利用者の状況を確認し、6

月に 1回は利用者へ訪問・電話等によ

り状況を確認して経過記録等に記録

する(状況確認)。確認する内容はモニ

タリングと同様のことを想定する。 

終了時に利用を振り返って経過記録

等に記録する(振り返り)。 

※本人宅への訪問は給付管理上は必

須事項ではないが、心身状況の悪化等

の状況に合わせて本人宅を訪問し、プ

ラン変更を行う等、柔軟に対応する。 

★3か月ごとの更新判定(ミニデイ・運

動型のみ) 

➡3 か月ごとにサービス事業所が実施

する基本チェックリストの結果を受

け、2回連続で「更新不可(状態が良く

卒業すべき)」となったら一律でサー

ビスを終了する。 

★3か月ごとの状態確認(ミニデイ・運

動型のみ) 

➡3 か月ごとにサービス事業所が実施

する基本チェックリストの結果を受

け、ケアマネジャーとして状態を確認

しながらサービスの継続を判断して

いく。 

★「3か月ごとの更新判定」については、ミニデイ・運動型のサービスにおける事務であるが、ケ

アマネジメント B と一体的にケアマネジャーが実施する業務として今回の変更の中で一体的に変

更を進める。これは、基本チェックリストの結果のみで機械的にサービス継続の可否を判断するの

ではなく、基本チェックリストを判断材料としつつも全体の状態像を踏まえてその継続可否を判断

していくことで、より適切なサービス利用を目指すものである。 
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令和 7年〇月〇日 

いきいき支援センターご契約者 様 
＜いきいき支援センター設置法人名＞ 

〇区〇部いきいき支援センター 

 

『介護予防支援・第１号介護予防支援 重要事項説明書（兼契約書）』の 

一部変更に伴うご案内 

 現在、介護保険サービスを受けていただくにあたり、当いきいき支援センタ

ーと利用者様とで『介護予防支援・第１号介護予防支援 重要事項説明書（兼契

約書）』を結んでいたただいておりますが、その契約内容を下記のとおり一部変

更することとなりました。なお、今回の変更は、担当ケアマネジャーがご自宅

へ訪問する頻度が変わる等の重要な内容を含んでいます。内容をよくご確認い

ただき、不明点等は下部に記載の連絡先までご連絡をお願いします。また、本

通知文及び別添「新旧対照表」は、契約書と一緒に保管をお願いします。 

記 

1 主な変更点(別添チラシをご参照ください) 

(1)サービス担当者会議(本人様と介護関係者等との会議)の開催を必須でない

こととします(情報共有は適切に行います)。 

(2)毎月のお電話等でのモニタリングをサービス事業所様からの聞き取り等で

も対応できることとし(必要に応じて直接の電話も行う)、6か月に 1回の「訪

問」を「訪問・電話等」での対応とします。 

(3)ケアマネジャーが使用する様式の変更に合わせて一部の表現に「等」を挿入

するなど軽微な修正をしています。 

※ 介護保険サービスの利用には影響はありませんのでご安心ください。 

 

2 変更点詳細 

 「新旧対照表」のとおり。 

 

3 適用日 

 令和 7年 10 月 1 日から 

 

4 備考 

 今回の改訂は、厚生労働省からの通知を受け、名古屋市が取扱いを変更した

ことに伴って行われるものです。 

以上 

担当 

〇区〇部いきいき支援センター 

＜担当者名＞ 

＜電話番号＞ 

＜FAX 番号＞  

影響ある方向け 
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令和7年10月1日からの変更点

会議での一斉の情報共有 関係者へ個別の情報共有

①「サービス担当者会議」の開催を個別の情報共有等により
代替します。
サービス開始時やサービス内容を変更時、これまで「サービス担当者会議」を
利用者様の自宅で開催していましたが、これを個別連絡で代替します。

※必要に応じて会議も行います

6か月に1回の自宅訪問

サービス
事業者

その他
関係者

ケアマネジャー等あなた

サービス
事業者

その他
関係者

毎月の電話モニタリング

②毎月の電話モニタリング及び6か月に1回の訪問を6か月に
1回の電話等で代替します。

6か月に1回の電話等

※必要に応じて訪問も行います。
※日々のみなさまの状況については、サービス
事業者との状況確認等により把握に努めます。

あなた

ケアマネジャー等

ケアマネジャー等

あなた

ケアマネジャー等

あなた

ケアマネジャー等

あなた

一部やり方は変わりますが、皆様が引き続き安心して
介護保険サービスを利用できるように努めますので、
いつでもお気軽にご相談ください。
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令和 7年〇月〇日 

いきいき支援センターご契約者様 
＜いきいき支援センター設置法人名＞ 

〇区〇部いきいき支援センター 

 

『介護予防支援・第１号介護予防支援 重要事項説明書（兼契約書）』の 

一部変更に伴うご案内 

 

 いきいき支援センターと利用者様との契約書である『介護予防支援・第１号

介護予防支援 重要事項説明書（兼契約書）』について、下記のとおり内容を一

部変更する予定です。なお、本通知が届いている利用者様につきましては特段

の影響はありません。お手数ですが、本通知文及び別添「新旧対照表」は、契

約書と一緒に保管をお願いします。 

記 

1 主な変更点(本通知が届いている利用者様への影響はありません) 

(1)一部利用者様において、サービス担当者会議(本人様と介護関係者等との会

議)の開催を必須でないこととします(情報共有は適切に行います)。 

(2) 一部利用者様において、毎月のお電話等でのモニタリングをサービス事業

所様からの聞き取り等でも対応できることとし(必要に応じて直接の電話も

行う)、6ヶ月に 1回の「訪問」を「訪問・電話等」での対応とします。 

(3) 一部利用者様において、ケアマネジャーが使用する様式の変更に合わせて

一部の表現に「等」を挿入するなど軽微な修正をしています。 

 

2 変更点詳細 

 「新旧対照表」のとおり。 

 

3 適用日 

 令和 7年 10 月 1 日から 

 

4 備考 

 今回の改訂は、厚生労働省からの通知を受け、名古屋市が取扱いを変更した

ことに伴って行われるものです。 

以上 

担当 

〇区〇部いきいき支援センター 

＜担当者名＞ 

＜電話番号＞ 

＜FAX 番号＞ 

 

影響ない方向け 
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令和 7年〇月〇日 

委託居宅介護支援事業所様 
〇区〇部いきいき支援センター 

いきいき支援センターと利用者様との契約書変更について 

 

 平素は、いきいき支援センターの運営とりわけ事業対象者・要支援の利用者

様の給付管理の委託にご協力いただき、ありがとうございます。 

さて、令和 7年 10 月 1 日から、ケアマネジメント Bの事務手続等が変更され

るため、いきいき支援センターと利用者様との契約書の内容も一部変更となり

ます。このため、いきいき支援センターと契約している全員に対して、下記の

とおり、いきいき支援センターから変更の案内を行います。本案内の対象には、

貴事業所に委託している利用者様も含まれますのでご承知おきいただき、下記

のとおりご対応いただきますようお願いします。 

記 

1 案内方法及び依頼事項 

 今回の変更による影響の度合い等を勘案しながら、いきいき支援センターとし

て郵送、電話、訪問等により、委託ケースを含む全契約者様(利用者様)に案内

をしていきます。なお、貴事業所様として、対応について個別に気になる利用

者様がいらっしゃる場合は、ご連絡をお願いします。案内文等の発送は〇月〇

日を予定し、電話・訪問等は発送後に順次実施していきます。 

 

2 利用者様に提示する案内文等 

影響ある方 

(ケアマネジメント Bの方) 
別添 1(案内文)+別添 2(チラシ) 

影響ない方 

(ケアマネジメント Bでない方) 
別添 3(案内文)   

※影響ない方(ケアマネジメント B でない方)についても、郵送のみの対応では

混乱をまねきそうな場合は、電話や訪問等でフォローします。 

 

3 その他依頼事項 

 案内文を郵送した利用者様等から、いきいき支援センターではなく貴事業所

宛に問合せが入ることも想定されます。その際は、可能な範囲で内容の説明に

ご協力いただけますと幸いです。回答が難しい場合は、いきいき支援センター

にお繋ぎいただきますようお願いします。 

 

4 備考 

 複数のいきいき支援センターから委託を受けている事業所様には、本通知が重

複して届きます。申し訳ございませんがご了承をお願いします。 

以上 

委託先事業所 向け 
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ケアマネジメントB意見及び対応

No 意見・質問等 対応・回答

1
 利⽤票別表の持参や郵送については、最⼤何か⽉分を持って
⾏ってよいかなどの決まりはありますか。

ミニデイ‧運動型は原則期間が6か⽉ですので、6か⽉分が最
⼤となります。生活支援型訪問サービスの場合は、サービス
の利⽤期間が上限となります。

2

3か⽉ごとの基本チェックリストについて
運動型‧ミニデイについては3か⽉の更新判定がなくなり、
状態確認になるとのことだが、事業所からは3か⽉ごとの基
本チェックリストが届くため、その結果を確認し、継続かど
うかの判断を事業所に対して伝えた方がいいか。（現状、基
本チェックリストを受けて、継続の可否の判断を伝えている
ため）

従来どおりの対応としてください。

3

「ケアマネジメント結果等記録」について
関係者との連絡‧調整をすることになるが、これは、利⽤者
様、事業所ともに電話等での連絡後、電話連絡した日程を記
入し、郵送での送付でいいか。

「ケアマネジメント結果等記録」の内容が関係者に誤解なく
伝わるのであれば差し支えないです。

4

継続可否で「否」となった時には、「卒業」という解釈でよ
いのか。チェック率の改善が⾒られ、卒業という扱いではな
くなるのか。

サービス継続の可否はケアマネジャーとして判断いただきま
すが、介護予防改善加算の考え方は同様(チェックリストの
個数減少)としますので、こちらに基づいて万歩計の配付を
お願いします。

5
サービス担当者会がなくなるが、ケアマネジメント結果記録
はコピーして、本⼈や事業所に交付するという理解でよい
か。

ご認識のとおりです。「ケアマネジメント結果等記録」は関
係者で同じもの(写し)を持つことを想定しています。

6
 『ケアマネジメント結果等記録』の下部の「共有した日付」
は担当ケアマネが記載するのか？本⼈やサービス事業所は記
載しなくて良いのか？

担当ケアマネジャーが記入することを想定しています。

7
ケアマネジメント結果等記録のミニデイ型通所と運動型通所
の「期間」ですが、6か⽉で記載するのか、認定期間（6か⽉
で状況確認する）でもよいのか。

サービス利⽤期間は原則6か⽉間ですので、認定期間でなく6
か⽉間で記入してください。

8
ミニデイ型、運動型の介護予防改善加算を算定された方で、
介護予防支援グッズの配布があるが事業所側の改善加算およ
びグッズの配布は継続されるのか。

加算も万歩計の配付も継続されます。

9
No の意⾒及び回答の中に「郵便等」とあるが、郵便の等は
何を指すのか。 通りがかりに⾃宅ポストに投函するなどが想定されます。
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【参考様式】 

ケアマネジメント結果等記録（ケアマネジメント B） 

※本様式はケアマネジメント B における「介護予防サービス・支援計画書」に代わる活用を想定していますが、

引き続き「介護予防サービス・支援計画書」を作成いただいても差し支えありません。 

記入日    年   月   日 

作成者氏名 
●区●部いきいき支援センター（居宅介護支援事業所●●） 
氏名：           連絡先： 

利用者情報 

（連絡先等はわた

しのカルテ参照） 

氏 名： 
認定区分： 事業対象者 ・ 要支援 1 ・ 要支援 2 
認定期間： 年 月 日～ 年 月 日 
添付書類：□わたしのカルテ  

現在の状況 

【運動・移動について】 
 
 
【日常生活（家庭生活）、社会参加、健康管理等について】 
 
 

目標 
 
 

健康状態 

について 

（主治医意見書、健診結果、観察結果等を踏まえた留意点） 
 
 

支援計画 

（いずれかに☑） 

□生活支援型訪問サービス    （期間：  年 月 日～ 年 月 日） 
□ミニデイ型通所サービス    （期間：  年 月 日～ 年 月 日） 
□運動型通所サービス        （期間：  年 月 日～ 年 月 日） 

短期集中予防型訪問サービス  
□暮らし活性化コース   （期間：  年 月 日～ 年 月 日） 
□運動習慣定着コース   （期間：  年 月 日～ 年 月 日） 
※利用する場合は、別途「依頼書」に必要事項を記入し、派遣事務局に派遣依頼をすること。 

【関係者との連絡・調整等】 
 ※関係者と本内容を共有した日付を次の表に記録する。 
 ※利用の期間等、変更があったときは見え消し等により改めて共有する。 

相手方 共有した日付 
本人 年    月    日 
サービス事業者(事業者名:                    ) 年    月    日 
 年    月    日 
 年    月    日 
(備考) 
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